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H25/06 電子行政オープンデータ推進のためのロードマップ決定

H24/07 電子行政オープンデータ戦略を策定

国
の
主
な
取
組

H27/02 地方公共団体オープンデータ推進ガイドライン公開

H28/05 【オープンデータ2.0】の決定

H28/12官民データ活用推進基本法施行

H29/5オープンデータ基本指針の決定

H26/7 先進自治体視察（横浜市）

H27及びH28「ICT地域マネージャー派遣事業」
地域情報化アドバイザー：筑波大学 川島教授

H28/3 松山市オープンデータ推進ガイドライン策定

H28/10 「松山市オープンデータサイト」公開

H30/2 
松山圏域オープンデータ推進ガイドライン策定

H30/3    
「愛媛大学・愛媛県法人会連合会・松山市とのデータ利活用連携協定」締結

H30/10
松山圏域の6市町でオープンデータ公開

H27/7 オープンデータＰＴ（プロジェクトチーム）設置

H30/11
まつやまデータ利活用研究協議会設置総会

松
山
市
の
主
な
取
組

H24年度以前 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

出典：「オープンデータをはじめよう～地方公共団体のための最初の手引書」をもとに作成

H29/12推奨データセットの策定

１．国と松山市のオープンデータの主な取組



２．松山市のオープンデータの考え方

オープンデータの取り組みを推進するためには、

下記の３つの視点が重要となる。

①情報を必要な人に、適切にデータを提供すること

（データ公開）

②公開したデータの利活用を促進すること

（データ利活用促進)

③市民や企業等と協働すること

（産学官民連携）



３．松山市のオープンデータの現状

◇松山市オープンデータ公開までの取り組み

・平成２７年度

・「ICT地域マネージャー派遣事業」を活用

※情報化アドバイザー：筑波大学 川島教授

・オープンデータPT（プロジェクトチーム）の立ち上げ

・庁内データ調査、企業等のニーズ調査

・「松山市オープンデータ推進ガイドライン」策定

（H28.3）

・平成２８年度

・オープンデータサイトを公開（H28.10）

データ公開



市ホームページにオープンデータサイトを公開（H28.10～）

公開データ：市政情報や観光・文化・スポーツなど１０分類

公開件数：８０３ファイル（R１．９．１９時点）

３．松山市のオープンデータの現状 データ公開



◇連携中枢都市圏（松山圏域）でオープンデータを公開

松山市、伊予市、東温市、久万高原町、松前町、砥部町の６市町で形成す
る連携中枢都市圏（松山圏域）が共同でオープンデータの取り組みを推進

・平成２８年度

・松山圏域オープンデータロードマップ作成

・平成２９年度

・「松山圏域オープンデータ推進ガイドライン」策定（H30.2）

・平成３０年度

・松山圏域の６市町でオープンデータを公開（H30.10）

３．松山市のオープンデータの現状 データ公開



松山圏域各市町のホームページ上に公開（H３０.10～）

・松山圏域の６市町で新たに１０２ファイルを公開

・AED設置箇所一覧など一部のデータは推奨データセットで公開

３．松山市のオープンデータの現状 データ公開



３．松山市のオープンデータの現状

・『チャレンジ！！オープンガバナンス』

（市民参加型地域課題解決アイデアコンテスト）

２０１７、２０１８応募

・Code for DOGOとの連携

（愛媛大学と松山大学の教員・学生および市民による組織）

データ利活用促進



・平成３０年３月２６日（月）

愛媛大学 愛媛県法人会連合会と「データ利活用」に
関する連携協力協定を締結

（左から）愛媛大学 大橋学長、松山市 野志市長、愛媛県法人会連合会 森田会長

３．松山市のオープンデータの現状 産学官民連携



• 「データ利活用」に関する協定に基づき、「まつやまデータ
利活用研究協議会」を設置（会員９団体：R1.9末時点）

• データ利活用の研究等を通じて地域課題の解決、地域人材の
育成及び地域産業の活性化を目指す。

まつやまデータ利活用研究協議会の設置（H30.11）

会長

運営委員会 協議会庶務

WG WG WG
【ワーキンググループ】
・事業を専門的に実施するため、運営委員会の下にワーキンググループを置く。
・ワーキンググループには、代表者を置く。

・愛媛大学
・愛媛県法人会連合会
・松山市
・ワーキンググループ代表

会 長：愛媛大学理学部長
副会長：愛媛県法人会事務局長

松山市総合政策部長

愛媛県法人会連合会

【運営委員会】
協議会の運営に関する事項、
ワーキンググループの事業事
項について審議する。

研究協議会の構成

３．松山市のオープンデータの現状 産学官民連携



ワーキンググループの設置

• ３つのワーキンググループでデータ利活用を推進

ワーキンググループ名 概要

移動体管理によるエリアマネジメント
観光地等、市内の場所を選定し、そのエリアの人流等の
情報を収集し、将来のエリア振興施策立案に向けたデー
タ利活用の可能性を研究

健康医療福祉分野でのデータ活用
健診受診率向上、重症化予防に向けた個人データの集
約・活用の課題の共有と解決を研究

官民データを活用した企業活動支援に
よる地域経済活性化サービスの検討

地域企業を元気にし、魅力的な雇用機会を創出するため、
地域企業の情報発信と企業情報の容易な取得を可能とし、
営業活動や企業調査に活用することで情報とお金が循環
し、地域経済が活性化するような環境構築を研究

３．松山市のオープンデータの現状 データ利活用促進



３．松山市のオープンデータの現状 データ利活用促進

研究協議会の活動（一部抜粋）

「地域経済活性化WG」産学官のメンバー
によるワークショップ（H31.1～３月）

※「官民データを活用した企業活動支援による地域経
済活性化サービス検討WG」活動報告資料より作成

「令和元年度 まつやまデータ利活
用研究協議会総会」（R1.5.31）

・愛媛大学（教員、学生）

・愛媛県法人会連合会

・松山市役所職員

・民間企業

・平成３０年度 事業報告

・令和元年度 事業計画 など



• ２０１８年度のオープンデータ・ビッグデータに関す
る優れた取り組みの表彰（一般社団法人 オープン&
ビッグデータ活用・地方創生推進機構）

表彰式：東京赤坂にて（平成31年3月6日）

３．松山市のオープンデータの現状 データ利活用促進



①データ公開

・オープンデータ公開件件数のさらなる拡充が必要

・二次利用しやすいデータ形式での公開が必要

・複数自治体でのカタログサイト利用など、新たなデータの
公開手法の検討が必要

・ニーズに即したデータの提供方法について

・非識別加工情報について

②データ利活用促進

・オープンデータの利用を拡大する取組みが必要

③産学官民連携

・市民や企業等のニーズを把握する方法や仕組みが必要

４．松山市のオープンデータの課題



自治体
が保有
する
データ

非公開データ

（住民情報、税額情報
等）

庁内・職員等
（守秘義務）

非識別加工情報

オープンデータ、
統計データ

庁外・市民等

特定の個人を識別できなくする加工 ・個人情報を加工した、個人に関する情報
・特定の個人を識別できないように加工
・外部からの提案を受けて加工

・（オープンデータ）二次利用可能な形で公開
・（統計）集団や現象の調査等の結果を

集計・加工して得られた数値

※「地方公共団体におけるデータ利活用の推進について」
総務省資料より独自作成

オープン化、統計処理（個人性なし）

５．自治体が保有する行政データの類型

オープンデータ、統計データ、非識別加工情報



主な公開手段
・ホームページ
・カタログサイト
・カタログサイト
の共同利用

オープンデータ
公開

データ利活用者
・アプリやWEBシステム作成
・データ分析

サービス等利用者

職員等

作成

①データ公開 ②データ利活用促進

③産学官民連携（地域プラットフォーマー）

オープンデータを活用してもらうために
・アイデアソンやハッカソンなどのイベント開催
・データ利活用コンテスト等への参加
・データを利活用する人材の育成支援

・オープンデータの利活用方法具体的事例の
活用

データの作成

・機械判読に適し
たデータ形式
・統一フォーマット

・住民や企業等と対話をする場の創出
・地域のデータを活用する人材の育成
・住民や企業等のニーズを把握する方法や仕組みの構築

ニーズの反映

自治体
が保有
する
データ

ニーズに即したデータ提供
・保有データの整理
・ニーズの受付体制の整備
・ルールの作成

データ公開
と集積

オープンデータ

システム等

抽出・加工 公開

データの加工・分析等

情報を必要な人に届ける
ためのツールの提供

６．松山市が考えるオープンデータのあり方



①データ公開

・オープンデータ公開件件数の拡充

・二次利用しやすいデータ形式や推奨データセットでの公開
件数を拡充

・複数自治体でのカタログサイトの検討・協議

②データ利活用促進

・『チャレンジ！！オープンガバナンス２０１９』応募

③産学官民連携

・「まつやまデータ利活用研究協議会」のワーキングで取組
を推進

・民間企業等のニーズ把握（アンケート調査）実施

７．松山市のオープンデータの今後の方針



ご清聴ありがとうございました


